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２-１　石橋湛山と太平洋問題研究会
尾崎行雄への声援
　尾崎行雄（1858-1954）の軍備制限論および尾崎を中心に結成した軍備縮小同志会の活動について、
前節（本誌第38号）で詳述した。この節では引き続き異彩を放つ石橋湛山と田川大吉郎の言論活動を
見ることにしよう。
　石橋湛山（1884-1973）を中心に結成された「太平洋問題研究会」の言論と主張は『東洋経済新報』
社の「小日本主義」論の伝統１を受け継ぎ、軍備廃止、植民地放棄の理想を掲げ、この時期の軍備制
限與論の最先端に位置していただけではなく、戦前日本のあらゆる平和論の中でも、一番高い到達点
を示した論と言える。一方、與論の主流とあまりにもかけ離れた理想論であったため、実際の影響は
少なく、「太平洋問題研究会」の存在も、石橋自身と『東洋経済新報』の、或いは国際聯盟協会の機
関誌の記録以外２、殆ど痕跡が残されていない。
　以下では、『東洋経済新報』にある石橋湛山の言論と記録を中心に、その活動と言論の全貌を見て
みよう。
　石橋湛山の活動の第一歩は、前述した尾崎行雄の軍縮構想への応援であった。第四四議会
（1920.12.27-1921.3.26）における尾崎行雄の「軍備制限ニ関スル決議案」がまだ審議されていなかっ
た一九二一年一月下旬、石橋は各新聞の報道を通じていち早く尾崎の「軍縮私案」３の内容を知り、
財政と国防の理由から軍備制限を論ずる尾崎の案を、「世界平和の理想に熱せる急進的改革家」にし
て「甚だしく微温に感じ、妥協的に見ゆる」と不満を示す一方、その誰にも「反対すべき理由を発見
するに苦しむ」現実性を評価し、もしこのような「微温」の案でさえ議会が受け入れられなければ、
日本は「世界唯一の軍国主義的国家」の汚名を拭いきれぬことになり「其行末を案ぜざるを得ない」
４と論じ、案の議会通過を期待した。
　二月一一日の衆議院本会議において、尾崎の提案は大差で否決された後、湛山は、尾崎と同じよう
に否決は「党の面目」に拘る政争の結果で、真の軍縮反対の理由から来たのではない。軍備の縮小な
いし撤廃論者は、「我国にも、相当多数にある」はずだとし、否決の陰にある「軍閥の勢力」を一掃
するため、「陸海軍大臣の資格を軍人に限るの制を撤廃する」ことを唱えた５。先述したように、尾
崎行雄はこれより一年遅れて、ワシントン会議後の第四五議会の「軍縮建議案修正意見」において同
じように軍部大臣武官制の改正を主張した６が、石橋湛山の主張はそれより一年も前に出されたこと
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を顛倒せるものである。
　また小国の生き方について、
　　 いくら他国の領土の広いことが羨しいとも、今更その真似をすることが出来ぬとすれば、我が国
は宜しく逆に出て、列強にその領土を解放させる策を取るのが、最も賢明の策である、それには
まず我が国から解放政策を取って見せねばならぬということこれである。…資本さえあるならば、
これを外国の生産業に投じ、間接にそれを経営する道は、決して乏しくないのである。而して投
資さえすれば、それに応じただけの生産利益は受けられる。必ずしも外国へ自ら出かけて行って、
直接事業を営まねばならぬことはない。
と、貿易による分業の利益を唱え、さらに
　　 以上の諸理由により吾輩は、我が国が大日本主義を棄つることは、なんらの不利を我が国に醸さ
ない、否、ただに不利を醸さないのみならず、かえって大なる利益を、我に与うるものなるを断
言する。朝鮮・台湾・樺太・満州という如き、わずかばかりの土地を棄つることにより広大なる
支那の全土を我が友とし、進んで東洋の全体、否、世界の弱小国全体を我が道徳的支持者とする
ことは、いかばかりの利益であるか計り知れない。…今回の太平洋会議は、実に我国が、此大政
策を試むべき、第一の舞台である。
と主張した11。
　続く「支那と提携して太平洋会議に臨むべし」の社説において、湛山は問題の核となる中国の問題
を取り上げ、
　　 我国は今迄、支那に於て、戦争毎に領土を拡げて来た。或は事ある毎に、所謂勢力圏を拡げ又は
経済上の特権を樹立した。台湾を取り、朝鮮を掌握し、満州を侵掠し、其他南清に、中清に、経
済上の特権、軍事上の足懸り等を、設立した如きは、何れも侵掠的態度の実際に具現したものに
他ならない。
　　 …弱小国に対して、この「取る」態度を一変して、「棄つる」覚悟に改めよ、即ち満州を放棄し、
朝鮮台湾に独立を許し、其他支那に樹立している幾多の経済的特権、武装的足懸り等を捨ててし
まえ、そして此等弱小国と共に生きよ、というのが則ち「一切を棄つる」覚悟の主意なのである。
　具体的には、中国問題で直ちに協議、譲歩すべき問題について湛山は、
　　 第一に支那人の切歯している漢口の我兵営を撤去すること、第二に山東還付の問題が直ちに結了
を齎すこと、第三に治外法権を撤去すること、第四に支那の関税改正を実行せしむること、第五
に大冶其他の経済的特権に関して相互に一層良好なる諒解を得る如く改訂すること、第六に北清
事変の賠償金を還付すること。
と提案している12。
　一方、アメリカ政府のワシントン会議開催の非公式の提議（七月一一日）に対して、七月二六日、
日本政府は「特定国間の問題および既成事実には触れない」という希望条件付で、参加の旨を回答
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は注目に値する。
　一九二一年三月就任した米の新大統領ハーディング（W. G. Harding、1865-1923）は、就任演説に
独立中立、覇権放棄、軍備縮小・撤廃の促進、国際矛盾の調停仲裁を内容とする平和主義を宣言し、
湛山は「之がハーディング氏の国際問題に就ての理想である。軍備の僅かに幾割かの制限を提議する
ことさえ、能くし得ざる我政治家と、今更気宇の大小を比較するも愚であろう」と、新大統領を「資
本主義の世界的代表」として大いに期待を寄せた７。
　七月中旬、ボラーの軍備縮小協定案８をベースに米国がワシントン軍縮会議の開催を関係国に非公
式に提議した。この情報をキャッチするや、湛山は早速『東洋経済新報』において、アメリカの軍縮
提案を歓迎する論陣を張り、七月二三日号に社説「一切棄つるの覚悟」を皮切り、八月中旬まで「大
日本主義の幻想」を連載し、徹底した軍備反対論を提唱するに至る。
一切棄つるの覚悟
　まず七月二二日、石橋湛山は、きたるワシントン会議における日本のあるべき姿勢を討議するため、
東洋経済新報社内に「太平洋問題研究会」を設立し、座長に代議士の鈴木梅四郎（1862-1940、政友会）
を招き入れ、自由思想講演会以来の旧メンバーたる三浦銕太郎（1874-1972、『東洋経済新報』社主幹）、
田川大吉郎（代議士、国際聯盟協会理事）、植原悦二郎（1877-1962、代議士、国民党、国策研究会）、
石本恵吉（1889-1951、男爵、三井勤務）などの同志を糾合して組織的研究、討議も始めた。以上の「一
切棄つるの覚悟」、「大日本主義の幻想」など『東洋経済新報』の連載社説も、「太平洋問題研究会」
の議題を反映していたと考えられる。
　湛山の主張をみよう。「一切棄つるの覚悟」において湛山は、日本はいつも「小欲」に拘るため世
界軍縮の大勢にのり遅れ続け、二月に尾崎の軍備制限案を反故にし、今度も米国より軍備制限の協議
に迫られ、受動の身であり続け「総て戦いは守ったのでは負けだ」。いま、この劣勢を挽回する唯一
の道は「身を棄て」進んで軍縮会議に臨む覚悟である、すなわち「朝鮮、台湾満州を棄てる、支那か
ら手を引く、樺太もシベリヤもいらない」覚悟、という９。
　この社説を掲載したあと、『東洋経済新報』の編集局は「太平洋軍備縮少会議と本誌の計画」を披
露し、「米国提議の太平洋及軍備縮少会議は洵に我国策を一新し、其根本を定むべき大切の会議…本
誌は暫く，此問題の為め多くの紙面を割きたい」とし10、川島清次郎の「太平洋を世界化せよ」の論
稿などとともに、石橋湛山執筆の社説「大日本主義の幻想」を連載した。この社説において、石橋は
植民地の領有に利益があるというのは「大日本主義の幻想」であるとし、実例とデータを上げながら、
経済、軍事、他民族支配などの面で植民地領有の不利益を論じた後、次のように指摘した。
　　 我輩の見る処に依れば、経済的利益の為めには、我大日本主義は失敗であった、将来に向っても
望みがない。…又軍事的に云うならば、大日本主義を固執すればこそ、軍備を要するのであって、
之を棄つれば軍備はいらない。国防の為め、朝鮮又は満州を要すと云うが如きは、全く原因結果
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石橋湛山らの「太平洋問題研究会」のメンバーもこれに合流し、石本恵吉、石橋湛山らの若輩は、大
会世話人会のメンバーにも選ばれていた18。
　「軍備縮小同志会」の活動に先んじて「太平洋問題研究会」はこの時すでに研究成果を「軍備制限
並に太平洋及極東問題に関する会議に就ての勧告」（石橋湛山執筆）という文書にまとめ、和英両文
の小冊子を作成し、内外各方面に配布していた。
　軍縮会議の成功を期するため、勧告書は「各国の政府及国民」に以下のように提案した。
　　一、国際争因の根本的除去に努むべし。
　　二、経済上の機会均等主義を世界的に確立すべし。
　　三、経済上の門戸開放を世界的に徹底せしむべし。
　　四 、支那、シベリヤ及メキシコ等に対する干渉を絶対に撤去すべし「殊に支那に対する各国の居
留地、治外法権、関税の制限等は、直ちに之を撤去すべく、又各国が従来支那に於て占得せる
一切の利権乃至領土も、支那国民の希望する所に従い、之を同国に還付するの処置を取るべし」。
　　五 、一切の関係問題を討議すべし「吾人は、日本政府に対し、速かに此不徹底なる態度を改めん
ことを求む」。
　　六 、軍備は撤廃の方針を取るべし「即ち海軍に於ては、各国連合の警察艦隊及之に要する水陸設
備を残すの外、一切の艦艇、軍港、其他を解撤すべく、又陸軍は全廃すべし」、「陸軍に就ては
他国に関せず、本邦独自に大縮少を断行すべし」。
　その後、ワシントン会議が始まる直前の一二月三日号の「社説」においても、石橋はつぎのように、
日本政府の全権に率先の行動を促した。
　　 一言に、「一切を棄つるの覚悟」之である。満州も蒙古も、鉄道も鉱山も、総て之を我から進ん
で放棄せよ。敢て米国から、或は其他から、此種の提議のあるを待つ迄もない。…之、実に我国
の国際的地位を九地の下から、九天の上に引上ぐるの方法である。…我国が、之に依って失う処
のものは、僅かに一本の南満鉄道ではないか。猫額大の関東州ではないか。而かも此等と雖も、
唯だ之を放棄すると云うは、名前である。実質に於て、此等の土地、鉄道を、経済的に利用する
の便宜を、何等奪わるるものではない。若し奪わるるものありとすれば、唯だ其悪用の機会だけ
である。而して、そは奪わるるこそ、反えって我国民全体の利福を齎すものである19。
　石橋湛山と太平洋問題研究会の主張には、尾崎行雄の軍縮論に比べ、次のような特徴が確認されよ
う。
　　一 、尾崎の「軍備制限」、「協定」軍縮の現実主義とは対照に、「軍備全廃」、「独自」縮小を主張し、
極めて理想主義的で徹底していた。
　　二 、その内容も軍備制限中心の尾崎論より、より根本的な太平洋問題――日本の中国における特
権――を中心に展開し、「一切棄つるの覚悟」も軍備ではなく植民地と特殊権益の放棄を意味
する言葉であった。
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し13、「山東問題」など日本の既得権益を温存させようというのが「希望条件」のねらいであった。
　この日本の「留保」姿勢に対して湛山は八月六日号『新報』に「留保は失敗」の社説を書き、「我
国としては、太平洋会議の性質と範囲を質問したことが、第一の失敗であったが、或問題を留保した
ことは、更に大なる失敗で、失敗の上塗りといわねばならぬ」とし、「この留保の為に、英米の千万
分の一に過ぎない微少なる特権を、列国をして尊重せしむる代りに、千倍万倍もの大なる英米の特権
や政策に、手を触るるを得ない、自繩自縛に陥ったのだ」。「我国の留保付参加は、自ら進んで、世界
的の機会均等なる、公明正大なる主張を擲って、偏私邪曲なる罪悪を背負って立つ様なものだ。或は
又、泥棒の銘を打って法廷に臨むに等しい」と痛論した14。
　その後、社説「軍備の意義を論じて日米の関係に及ぶ」において、太平洋地域における日米の関係
を分析し、もし互いに「攻撃の意志」がなければ、そもそも軍備を設ける必要はなく、その上もし互
いに特殊地位を放棄し、市場を開放するならば、「両国が之に依って喪う処は、得る処の利益の幾百
分の一である」。「極東開放政策を取りて、米国と手を握れ。之、私の、我国民に対する勧告であって、
同時に米国民に対する勧告である。太平洋は、斯くて初めて、永遠に太平なるを得よう」と主張した
15。
　八月一三日、米国政府によるワシントン会議の「招請状」が日本政府に渡され、二三日、日本政府
の「応諾文」もアメリカ政府に交付した。
　湛山は『東洋経済新報』にこの二つの文書を載せて比較し、「吾輩は之を見て、くすぐったいような、
空々しいような、まことに嫌やな気持ちがした」。米国の招請状は、飾りはなく非常に率直であり「…
何うも軍事費のかさむのに閉口するからお互に話しをしようではないかと云うのである」、対して日
本の返答は、「歯の浮くような御世辞」か、「悉く、日本は曾つて虫も殺したことがないような書き振
りだ」。「真当に日本が、そんな仏性の国であったとて、斯うくどく吹聴せられては有難味が失せるで
あろう」と、日本政府の虚偽、強弁を嘆いた16。
　日本の会議参加が決まった九月、與論の変化を密接に観察する湛山は、「此頃の我国民は、漸く従
来の軍国主義では生存して行けぬことを覚って来たらしい」。「従来の政策が二歩も枉げられぬと主張
する者は、殆ど無いと云うて宜い」と、與論は軍備縮小に靡いた変化を評価しながらも、自らの「一
切を棄つる」の徹底さの欠如を歯がゆく感じ、「今、日本は、米国と戦うか、和するかと云う岐路に立っ
ておる。戦いを否定するなら、思い切った選択をするほうが得策である」。「願わくは、此大切なる時
機に、我国民をして、其執る所の方針に、信仰薄き者たらしめざれ」と、国民のさらなる覚悟を要請
した17。
ワシントン会議への勧告書
　日本が会議の参加準備をしている九月二七日、軍備制限論の先駆者尾崎行雄はワシントン会議の成
功に応援するため「軍備縮小同志会」を立ち上げ、活動を開始した。すでに七月末から活動してきた
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石橋湛山らの「太平洋問題研究会」のメンバーもこれに合流し、石本恵吉、石橋湛山らの若輩は、大
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村淳治、友枝高彦、杉村陽太郎、澤田節蔵等ノ諸氏前後四回築地精養軒ニ相会シ協議ヲ重ネ」、会の
設立について協議してきた26。そして会が発足後の四月二九日の第一次理事会において、阪谷芳郎が
主宰する、調査部の委員に就任している27。
　協会成立後の一年目は、会員募集、組織形態の決定、資金問題など事務的問題に忙殺されているが、
二年目の第一次総会の後、本格的事業を始めた。一九二一年二月二五日、国際聯盟協会は「特別委員
会」を招集し、岡實理事を協会の代表として国際聯盟連合会総会（六月、ジュネーブ）に派遣するこ
とを決定し、聯盟規約改正における「本会の希望条項」を連合会に伝える件も委託した。中の（ホ）
項は、「軍備縮少問題ニ就テハ日本協会カ卒先シテ軍備ﾉ縮少ニ賛成スル旨ヲ声明スへシ」とあった28。
　成立一周年の四月二三日、第一回総会が築地精養軒で開かれ、会場で亀井陸良（時事新報）が発言
を求め、軍備縮小、山東撤兵など四項目の建議を提出し、理事会の審議に委ねることになった29。発
言の内容は「国際聯盟協会報」とともに『国際聯盟』第一巻四号に収録されている。米国の軍縮協定
の動向に答え、「決議を以て」日本の国家及び国民の意思を示し、併せて支那駐留の日本軍を即時撤
退させることを求める内容であった30。
　その後、聯盟協会は「依て五月廿四日該会第十一理事会に於て本件に関する調査研究のため、特別
委員会を設け本月六日右特別委員会を開催審議し、更に六月一七日第十二回理事会、同廿三日第十三
回理事会に於て再度之を審議したる結果」31、六月二八日、会長渋沢栄一の名義で、外務大臣内田康
哉宛に理事会で決めた「国際聯盟協会決議」文を提出した。内容は一、阿片問題　二、労働問題　三、
軍備問題　四、山東問題に関する内容となるが、軍備については「之カ実行ヲ促進セントセバ須ク日
英米三国ニ於テ率先腹蔵ナキ意見ノ交換ヲ行フコトヲ要ス」、山東問題について、日本の国際地位に
関わる「重大事ナルカ故ニ速ニ従来ノ行掛ヲ一掃シテ之カ解決ヲ促進スルノ要アリ」と、協会の意見
を示している32。
　具体的問題に触れない原則論ではあるが、聯盟協会は来るべきワシントン会議の課題に積極的に取
り組む姿勢が窺える。
　この間、副会長の阪谷芳郎は日本移民協会主催の講演会に、個人の意見としながら「ワシントン会
議は世界の平和を確立する上に極めて重大な意義を持って居る」、「国際聯盟と米国側の考へとが相融
合し相一致するが来ると云ふ事は充分期し得られる」とアメリカへの期待感を示し33、つづく七月四
日、聯盟協会は事務所で「軍備縮小に関する委員会」を開き、渋沢会長、阪谷、添田副会長のほか、
山川（端夫）、田川、林（毅陸）ら各理事も出席した。この会議はアメリカが提案したワシントン会
議への対応を検討するもので、継続審議のため、会長指名で十五名委員による特別「委員会」を組織
した。会長、副会長以外、林毅陸　山川端夫　田川大吉郎等も委員に選ばれた34。委員会に海軍省（原
敢二郎）、参謀本部（佐藤安之助）の代表も参加しており、田川理事はさらに「軍備縮小問題に関し
軍事財政等の専門家側の意見を聴くことを得べき機会を本会に於て作られんこと」を希望した35。
　数回検討の結果、協会の見解を代表する「仮決議」文が七月二一日の理事会で可決され、正式の文
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　　三 、日本率先の姿勢を貫き、権益、植民地の放棄も、留保撤廃の要請も、他国に対するのではな
く、まず自国政府への要求、要請であった。帝国主義的欲望への自律的「統整」を唱える石橋
湛山の思想哲学20を如実に反映した主張と言える。
　　四 、「一切棄つるの覚悟」は空論ではなく、経済の世界化、市場の国際化による貿易立国という、
小国主義的経済方法も同時に示されていた。
　以上のように、石橋湛山と太平洋問題研究会の主張は、軍縮與論の中で、より根本的「太平洋、極
東」問題に焦点を当てた、帝国主義批判、植民地放棄論であった。理想主義の色彩がつよく、それは
果たして実現できるかとの疑問は、自らの陣営からも出されるほどであった21。
２-２　田川大吉郎と日本国際聯盟協会
聯盟協会の成立と活動方針
　軍備縮小論の中に注目すべきもう一人の存在は、代議士の田川大吉郎（1869-1947）である。日本
の軍縮運動を推進した日本国際聯盟協会の発足当時からの理事で、軍縮論のリーダー尾崎行雄との関
係がとりわけ深かった。尾崎が東京市長在任時代に助役を務め、また一九一九年尾崎に同伴して欧米
を視察し、帰国後代議士に選出され尾崎と同じく憲政会に所属した。また、一九二一年二月三日、第
四四議会での普通選挙案の討議中、尾崎とともに憲政党から「党紀を紊る者として」除名された人物
でもあった22。
　また、尾崎との関係だけでなく、実は田川は東京専門学校（早稲田大学前身）の出身で、明治末か
ら早稲田系の『東洋経済新報』圏内の自由主義者であり、社外執筆陣の一人でもあった。一九一四年
成立した、田中王堂（1868-1932）を中心とする「自由思想講演会」23に名を連ね、一九二一年七月
発足した石橋湛山中心の「太平洋問題研究会」、及び同年九月発足した尾崎行雄中心の「軍備縮小同
志会」の主要メンバーでもあった。田川の特徴は言論だけではなくその活発な活動にあった。
　日本国際聯盟協会は「国際聯盟の精神達成を以て其の目的」とし「聯盟に関する研究及調査講演会
の開催及印刷物の刊行」、内外団体との連絡、上部組織たる国際聯盟協会連合会への代表派遣を事業
となす組織であり、国際聯盟（League of Nations）発足後の一九二〇年四月二三日、「政治会、宗教界、
実業界、教育界其の他各方面に亘る有力者を糾合」し発起人会が開かれた24。会長に渋沢栄一、副会
長に阪谷芳郎、添田寿一が選出され、田川大吉郎は一二人となる理事の一人に選ばれた。同組織は国
際聯盟協会連合会の日本支部にあたる組織で、民間の社団法人である。運営資金は主として会費と民
間からの募金によるが、政府からも補助を受けていた。日本国民全体の政治面及び財政面の支援を受
けるためであろう、会は成立にあたって日本の政界、財界、学問界、宗教界などあらゆる方面の名士
に働きかけ、発起人を募った25。
　田川は協会創設企画の中心メンバーの一人であり、会結成する前の三月初旬から「添田寿一、姉崎
正治、立作太郎、山川端夫、田川大吉郎、寺尾享、宮岡恒次郎、松田道一、伊達源一郎、林毅陸、野
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村淳治、友枝高彦、杉村陽太郎、澤田節蔵等ノ諸氏前後四回築地精養軒ニ相会シ協議ヲ重ネ」、会の
設立について協議してきた26。そして会が発足後の四月二九日の第一次理事会において、阪谷芳郎が
主宰する、調査部の委員に就任している27。
　協会成立後の一年目は、会員募集、組織形態の決定、資金問題など事務的問題に忙殺されているが、
二年目の第一次総会の後、本格的事業を始めた。一九二一年二月二五日、国際聯盟協会は「特別委員
会」を招集し、岡實理事を協会の代表として国際聯盟連合会総会（六月、ジュネーブ）に派遣するこ
とを決定し、聯盟規約改正における「本会の希望条項」を連合会に伝える件も委託した。中の（ホ）
項は、「軍備縮少問題ニ就テハ日本協会カ卒先シテ軍備ﾉ縮少ニ賛成スル旨ヲ声明スへシ」とあった28。
　成立一周年の四月二三日、第一回総会が築地精養軒で開かれ、会場で亀井陸良（時事新報）が発言
を求め、軍備縮小、山東撤兵など四項目の建議を提出し、理事会の審議に委ねることになった29。発
言の内容は「国際聯盟協会報」とともに『国際聯盟』第一巻四号に収録されている。米国の軍縮協定
の動向に答え、「決議を以て」日本の国家及び国民の意思を示し、併せて支那駐留の日本軍を即時撤
退させることを求める内容であった30。
　その後、聯盟協会は「依て五月廿四日該会第十一理事会に於て本件に関する調査研究のため、特別
委員会を設け本月六日右特別委員会を開催審議し、更に六月一七日第十二回理事会、同廿三日第十三
回理事会に於て再度之を審議したる結果」31、六月二八日、会長渋沢栄一の名義で、外務大臣内田康
哉宛に理事会で決めた「国際聯盟協会決議」文を提出した。内容は一、阿片問題　二、労働問題　三、
軍備問題　四、山東問題に関する内容となるが、軍備については「之カ実行ヲ促進セントセバ須ク日
英米三国ニ於テ率先腹蔵ナキ意見ノ交換ヲ行フコトヲ要ス」、山東問題について、日本の国際地位に
関わる「重大事ナルカ故ニ速ニ従来ノ行掛ヲ一掃シテ之カ解決ヲ促進スルノ要アリ」と、協会の意見
を示している32。
　具体的問題に触れない原則論ではあるが、聯盟協会は来るべきワシントン会議の課題に積極的に取
り組む姿勢が窺える。
　この間、副会長の阪谷芳郎は日本移民協会主催の講演会に、個人の意見としながら「ワシントン会
議は世界の平和を確立する上に極めて重大な意義を持って居る」、「国際聯盟と米国側の考へとが相融
合し相一致するが来ると云ふ事は充分期し得られる」とアメリカへの期待感を示し33、つづく七月四
日、聯盟協会は事務所で「軍備縮小に関する委員会」を開き、渋沢会長、阪谷、添田副会長のほか、
山川（端夫）、田川、林（毅陸）ら各理事も出席した。この会議はアメリカが提案したワシントン会
議への対応を検討するもので、継続審議のため、会長指名で十五名委員による特別「委員会」を組織
した。会長、副会長以外、林毅陸　山川端夫　田川大吉郎等も委員に選ばれた34。委員会に海軍省（原
敢二郎）、参謀本部（佐藤安之助）の代表も参加しており、田川理事はさらに「軍備縮小問題に関し
軍事財政等の専門家側の意見を聴くことを得べき機会を本会に於て作られんこと」を希望した35。
　数回検討の結果、協会の見解を代表する「仮決議」文が七月二一日の理事会で可決され、正式の文
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　　三 、日本率先の姿勢を貫き、権益、植民地の放棄も、留保撤廃の要請も、他国に対するのではな
く、まず自国政府への要求、要請であった。帝国主義的欲望への自律的「統整」を唱える石橋
湛山の思想哲学20を如実に反映した主張と言える。
　　四 、「一切棄つるの覚悟」は空論ではなく、経済の世界化、市場の国際化による貿易立国という、
小国主義的経済方法も同時に示されていた。
　以上のように、石橋湛山と太平洋問題研究会の主張は、軍縮與論の中で、より根本的「太平洋、極
東」問題に焦点を当てた、帝国主義批判、植民地放棄論であった。理想主義の色彩がつよく、それは
果たして実現できるかとの疑問は、自らの陣営からも出されるほどであった21。
２-２　田川大吉郎と日本国際聯盟協会
聯盟協会の成立と活動方針
　軍備縮小論の中に注目すべきもう一人の存在は、代議士の田川大吉郎（1869-1947）である。日本
の軍縮運動を推進した日本国際聯盟協会の発足当時からの理事で、軍縮論のリーダー尾崎行雄との関
係がとりわけ深かった。尾崎が東京市長在任時代に助役を務め、また一九一九年尾崎に同伴して欧米
を視察し、帰国後代議士に選出され尾崎と同じく憲政会に所属した。また、一九二一年二月三日、第
四四議会での普通選挙案の討議中、尾崎とともに憲政党から「党紀を紊る者として」除名された人物
でもあった22。
　また、尾崎との関係だけでなく、実は田川は東京専門学校（早稲田大学前身）の出身で、明治末か
ら早稲田系の『東洋経済新報』圏内の自由主義者であり、社外執筆陣の一人でもあった。一九一四年
成立した、田中王堂（1868-1932）を中心とする「自由思想講演会」23に名を連ね、一九二一年七月
発足した石橋湛山中心の「太平洋問題研究会」、及び同年九月発足した尾崎行雄中心の「軍備縮小同
志会」の主要メンバーでもあった。田川の特徴は言論だけではなくその活発な活動にあった。
　日本国際聯盟協会は「国際聯盟の精神達成を以て其の目的」とし「聯盟に関する研究及調査講演会
の開催及印刷物の刊行」、内外団体との連絡、上部組織たる国際聯盟協会連合会への代表派遣を事業
となす組織であり、国際聯盟（League of Nations）発足後の一九二〇年四月二三日、「政治会、宗教界、
実業界、教育界其の他各方面に亘る有力者を糾合」し発起人会が開かれた24。会長に渋沢栄一、副会
長に阪谷芳郎、添田寿一が選出され、田川大吉郎は一二人となる理事の一人に選ばれた。同組織は国
際聯盟協会連合会の日本支部にあたる組織で、民間の社団法人である。運営資金は主として会費と民
間からの募金によるが、政府からも補助を受けていた。日本国民全体の政治面及び財政面の支援を受
けるためであろう、会は成立にあたって日本の政界、財界、学問界、宗教界などあらゆる方面の名士
に働きかけ、発起人を募った25。
　田川は協会創設企画の中心メンバーの一人であり、会結成する前の三月初旬から「添田寿一、姉崎
正治、立作太郎、山川端夫、田川大吉郎、寺尾享、宮岡恒次郎、松田道一、伊達源一郎、林毅陸、野
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　同じ日、帝国大学法科大学の教室でも聯盟協会主催の講演が行われ、松井慶四郎が「国際聯盟に就
て」の講演で、活動実績の紹介を通じて聯盟がもつ平和希求、話し合い・譲歩の精神と「人道ノ大理
想」を訴え40、山田三良協会理事も「国際聯盟ノ華府会議」の演題で、戦争の殺戮は「文明国トシテ
ハ一大恥辱ト云ハサル可カラス」、国際裁判所の設置は聯盟努力の産物で、人類文明史上の一大新紀
元というべく、 米国の提唱による華府会議も「国難来ニアラスシテ天福来トシテ謳歌シテ可ナルベシ」
とワシントン会議を声援した41。山田は講演において同時に「太平洋」問題について、人種差別待遇
の撤廃問題、対支外交における日本の立場への理解をも求め、日本政府全権の立場への迎合姿勢も見
られる。
　宣伝講演の活動は十一月一三日にも明治大学内で行われ、また聯盟協会は「婦人働キ協会」の有志
とともに「永久平和、軍備縮小」と書かれる小旗を掲げ、「戦争は人類の自殺である」。国際聯盟は「世
界人類の平和の為めの約束」。永久平和、人類相愛、自由と平等の「新しき世界を作る為めに世界は
国際聯盟を組織せり」など内容の宣伝ビラを神田須田町、上野公園、牛込神楽坂など各地で配った42。
　会議の期間中聯盟協会は十一月二八日法政大学（阪谷、島田ほか）、一九二二年一月二六日明治会
館（柳田国男、高島平三）で講演会を催し、「大正九年十月より大正十年一二月七日までの間に開か
れたる公開講演会十八回。研究会六回、協会勧誘によりて開かれたる講演会六十七回」に上った43。
　翌年（一九二二）からさらに国際教育問題の重要性を提起し、国際的教育機関の設置、国際補助語
の普及、「各国教科書特に歴史教科の改善」、国際巡回講演などの方法を提案し44、三月号の機関誌『国
際聯盟』に「国際教育問題」の特集も組んだ。
田川大吉郎の平和論
　田川大吉郎は、石橋湛山等の「太平洋問題研究会」、尾崎行雄の「軍備縮小同志会」の活動に参加、
応援する一方、国際聯盟協会の理事の立場で精力的に平和活動に取り組んでいた。理事会における提
言のほか、講演、研究、執筆など活動を通じて、聯盟の精神および自らの平和理想を広めた。
　一九二一年四月、ボラー案が米上、下院に提出され、軍縮会議が米の提案によって開かれる公算が
高まると、田川は「国際聯盟の之を達せんとして未だ達し能はざる最大の目的」が米国の提唱によっ
て実現されることは「洵に結構の事、米国は決して国際聯盟に負うもので無い、…実は同じ事をやら
んとしてゐる」。「米国即ち国際平和の大恩人」だと歓迎した45。
　ワシントン会議の開催が近づく一九二一年九月三〇日、軍備縮小同志会の代表として渡米し、ワシ
ントンにて海軍軍縮会議に列席した46。渡米中の十二月二五日、ワシントンで、翌年一月一四日ポー
トランドで民間の組織に乞われて講演を行い、国際大学論を唱えて人間交流の重要性を訴えた47。ま
たワシントンで小崎弘道、綱島佳吉の両牧師とともに、「宗教家の会合」にも出席し「日本に於ける
自由主義及び其の運動」の演説で、日本で立憲政治と自由主義を広めるため「国民を基督教化せねば
ならぬ」と述べた48。
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書は八月十日、軍備縮小会議に関する本邦国際聯盟協会の「声明」として、内田外務大臣より在仏石
井（菊次郎）大使に依頼して「国際聯盟協会本部ヲ経テ之ヲ各国聯盟協会ニ伝達」したのである36。
　「声明ノ要領」は次のような内容である。
　　一 、…米国の提議を「聯盟至高ノ目的ニ合致スル一大快挙ナリト認メ」「此ノ新気運ニ乗シテ相
協力シテ聯盟ノ趣旨達成ノ為メ一層ノ努力ヲ至サンコトヲ冀望ス」。
　　二 、…該会議の成功に対する惜しまない援助と協力。
　　三 、「太平洋及極東問題ニ付キ本協会ハ禍根ノ芟除ヲ期スル為メ撤廃的協定ノ成立ヲ希望スト雖
モ国際ノ通義ニ反シ濫ニ条約上ノ既定事実ヲ無視スルカ如キハ却テ会議ノ目的ヲ達成スル所ニ
非スト思考ス」37。
　　四、米国が今後も各国と協同して国際恒久の平和確保の任に当るべし。
　以上の内容は国際社会に向けるものであるが、日本国際聯盟協会は声明書の写を日本政府に渡し、
同時に次のような注文も添えた。
　　一 、太平洋及び極東問題に関して、日本は履行すべき義務、約束を審議を待たずに速やかに実行
すること。
　　二、会議を成功させるため、自らの立場に関わる難しい問題の善処策を用意しておくこと38。
　軍備縮小に関する米国提案への無条件の支持、賛成、および日本政府の努力、協力と率先の行動（=
譲歩）を要求する反面、極東問題において三、に見られるように、「既定事実」（日本の既得権益）に
対し現状尊重の主張も見られる。直前の七月二六日、日本政府の、「特定国間の問題及び既成事実に
触れざる」条件を付けて会議に参加する対米回答に迎合するかのように見える。
　この姿勢は、一方必ずしも政府と多数国民のように、本心から既得権益を守り抜こうとしたのでは
なく、この点を厳しく攻めすぎると、軍と国民の反発を招き、ワシントン会議の失敗を来しかねない、
との深慮から来たようにも思える。
ワシントン会議前後の活動
　ワシントン会議が開会した一九二一年一一月一二日の前日は、ちょうど一次大戦が終結した三周年
の記念日にあたり、十一日から日本国際聯盟協会は講演会など一連の記念イベントを催し、軍備縮減、
世界平和へのアピールを繰り広げた。
　十一日明治会館で開かれた聯盟協会主催の講演会に内ヶ崎作三郎博士が登壇し、「将来ノ戦争ハ可
能ナリヤ」の題で、「愛国心」の膨張は、競争心、闘争心を刺激し、戦争を誘発する危険ありと警告し、
穂積重遠博士も「民法学者ノ国際関係観」の演説で、国際関係における権利主張の行き過ぎの危険を
指摘し、「如何ニ拘ニス只其ノ権利義務ノ一点張ニテ冷酷ニ其ノ主張ヲ貫徹セシメントスルハ社会共
存ノ必要上制定セラレタル法ノ精神ニ反スルモノナリ」、「相手国ノ事情ニヨリテハ適宜之ヲ斟酌シ以
テ国際間ノ闘争ヲ排避セサルべカラス」と訴えた39。
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　同じ日、帝国大学法科大学の教室でも聯盟協会主催の講演が行われ、松井慶四郎が「国際聯盟に就
て」の講演で、活動実績の紹介を通じて聯盟がもつ平和希求、話し合い・譲歩の精神と「人道ノ大理
想」を訴え40、山田三良協会理事も「国際聯盟ノ華府会議」の演題で、戦争の殺戮は「文明国トシテ
ハ一大恥辱ト云ハサル可カラス」、国際裁判所の設置は聯盟努力の産物で、人類文明史上の一大新紀
元というべく、 米国の提唱による華府会議も「国難来ニアラスシテ天福来トシテ謳歌シテ可ナルベシ」
とワシントン会議を声援した41。山田は講演において同時に「太平洋」問題について、人種差別待遇
の撤廃問題、対支外交における日本の立場への理解をも求め、日本政府全権の立場への迎合姿勢も見
られる。
　宣伝講演の活動は十一月一三日にも明治大学内で行われ、また聯盟協会は「婦人働キ協会」の有志
とともに「永久平和、軍備縮小」と書かれる小旗を掲げ、「戦争は人類の自殺である」。国際聯盟は「世
界人類の平和の為めの約束」。永久平和、人類相愛、自由と平等の「新しき世界を作る為めに世界は
国際聯盟を組織せり」など内容の宣伝ビラを神田須田町、上野公園、牛込神楽坂など各地で配った42。
　会議の期間中聯盟協会は十一月二八日法政大学（阪谷、島田ほか）、一九二二年一月二六日明治会
館（柳田国男、高島平三）で講演会を催し、「大正九年十月より大正十年一二月七日までの間に開か
れたる公開講演会十八回。研究会六回、協会勧誘によりて開かれたる講演会六十七回」に上った43。
　翌年（一九二二）からさらに国際教育問題の重要性を提起し、国際的教育機関の設置、国際補助語
の普及、「各国教科書特に歴史教科の改善」、国際巡回講演などの方法を提案し44、三月号の機関誌『国
際聯盟』に「国際教育問題」の特集も組んだ。
田川大吉郎の平和論
　田川大吉郎は、石橋湛山等の「太平洋問題研究会」、尾崎行雄の「軍備縮小同志会」の活動に参加、
応援する一方、国際聯盟協会の理事の立場で精力的に平和活動に取り組んでいた。理事会における提
言のほか、講演、研究、執筆など活動を通じて、聯盟の精神および自らの平和理想を広めた。
　一九二一年四月、ボラー案が米上、下院に提出され、軍縮会議が米の提案によって開かれる公算が
高まると、田川は「国際聯盟の之を達せんとして未だ達し能はざる最大の目的」が米国の提唱によっ
て実現されることは「洵に結構の事、米国は決して国際聯盟に負うもので無い、…実は同じ事をやら
んとしてゐる」。「米国即ち国際平和の大恩人」だと歓迎した45。
　ワシントン会議の開催が近づく一九二一年九月三〇日、軍備縮小同志会の代表として渡米し、ワシ
ントンにて海軍軍縮会議に列席した46。渡米中の十二月二五日、ワシントンで、翌年一月一四日ポー
トランドで民間の組織に乞われて講演を行い、国際大学論を唱えて人間交流の重要性を訴えた47。ま
たワシントンで小崎弘道、綱島佳吉の両牧師とともに、「宗教家の会合」にも出席し「日本に於ける
自由主義及び其の運動」の演説で、日本で立憲政治と自由主義を広めるため「国民を基督教化せねば
ならぬ」と述べた48。
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書は八月十日、軍備縮小会議に関する本邦国際聯盟協会の「声明」として、内田外務大臣より在仏石
井（菊次郎）大使に依頼して「国際聯盟協会本部ヲ経テ之ヲ各国聯盟協会ニ伝達」したのである36。
　「声明ノ要領」は次のような内容である。
　　一 、…米国の提議を「聯盟至高ノ目的ニ合致スル一大快挙ナリト認メ」「此ノ新気運ニ乗シテ相
協力シテ聯盟ノ趣旨達成ノ為メ一層ノ努力ヲ至サンコトヲ冀望ス」。
　　二 、…該会議の成功に対する惜しまない援助と協力。
　　三 、「太平洋及極東問題ニ付キ本協会ハ禍根ノ芟除ヲ期スル為メ撤廃的協定ノ成立ヲ希望スト雖
モ国際ノ通義ニ反シ濫ニ条約上ノ既定事実ヲ無視スルカ如キハ却テ会議ノ目的ヲ達成スル所ニ
非スト思考ス」37。
　　四、米国が今後も各国と協同して国際恒久の平和確保の任に当るべし。
　以上の内容は国際社会に向けるものであるが、日本国際聯盟協会は声明書の写を日本政府に渡し、
同時に次のような注文も添えた。
　　一 、太平洋及び極東問題に関して、日本は履行すべき義務、約束を審議を待たずに速やかに実行
すること。
　　二、会議を成功させるため、自らの立場に関わる難しい問題の善処策を用意しておくこと38。
　軍備縮小に関する米国提案への無条件の支持、賛成、および日本政府の努力、協力と率先の行動（=
譲歩）を要求する反面、極東問題において三、に見られるように、「既定事実」（日本の既得権益）に
対し現状尊重の主張も見られる。直前の七月二六日、日本政府の、「特定国間の問題及び既成事実に
触れざる」条件を付けて会議に参加する対米回答に迎合するかのように見える。
　この姿勢は、一方必ずしも政府と多数国民のように、本心から既得権益を守り抜こうとしたのでは
なく、この点を厳しく攻めすぎると、軍と国民の反発を招き、ワシントン会議の失敗を来しかねない、
との深慮から来たようにも思える。
ワシントン会議前後の活動
　ワシントン会議が開会した一九二一年一一月一二日の前日は、ちょうど一次大戦が終結した三周年
の記念日にあたり、十一日から日本国際聯盟協会は講演会など一連の記念イベントを催し、軍備縮減、
世界平和へのアピールを繰り広げた。
　十一日明治会館で開かれた聯盟協会主催の講演会に内ヶ崎作三郎博士が登壇し、「将来ノ戦争ハ可
能ナリヤ」の題で、「愛国心」の膨張は、競争心、闘争心を刺激し、戦争を誘発する危険ありと警告し、
穂積重遠博士も「民法学者ノ国際関係観」の演説で、国際関係における権利主張の行き過ぎの危険を
指摘し、「如何ニ拘ニス只其ノ権利義務ノ一点張ニテ冷酷ニ其ノ主張ヲ貫徹セシメントスルハ社会共
存ノ必要上制定セラレタル法ノ精神ニ反スルモノナリ」、「相手国ノ事情ニヨリテハ適宜之ヲ斟酌シ以
テ国際間ノ闘争ヲ排避セサルべカラス」と訴えた39。
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くいかない時、決して聯盟を見捨てるのではなく、忍耐、誠実さをもってその健全化を図らなければ
ならない。「常識を加へ、人情を加味して、…寛裕な気分をもて、静かに、沈着にこれを研究するこ
とが必要である」と訴え（三八頁）、また、理想的「国際秩序」の樹立には、「新しい心持ち（ハート）
を基礎としなければならない。即ち、「世界の悩みに対する懺悔の心、吾々を苦しめた罪と不正に対
する憐みと、悼みと、寛容の精神が与へられねばならない」（四六頁）ともいう。
　田川の平和論は、以上のように政治論、国際関係論ではなく、「寧ろ宗教家の宗教的教示の趣」が
つよい（四七頁）。彼自身がいうように「国際聯盟の規約には、此の広汎な、霊的な思想が籠ってゐる。
これを解釈するには、自然に此の種の高い、麗しい感興を要する」（四八頁）、と。国際聯盟協会の機
関誌を見れば、このような「心」、「道徳」、「人間性」から平和、軍縮を論ずるものは、キリスト教者
を中心に非常に多く、時の平和運動の一パターンというべきであろう55。
平和運動の連携
　渡米した田川はまた、一九二一年一二月、「世界平和を促進する高遠な目的を抱く世界的同志の一人」
として、アメリカの「軍備制限国民協会」の会合56にも招かれ、軍縮に関する意見を交換した。
　席上でアメリカの同志から、一、日本でも同種軍縮団体の「連合機関」を設けること、二、海軍軍
縮ではなく、「徴兵制度」の全廃による陸軍制限の運動を起こすこと、三、海軍軍縮のさらなる進展
方法の検討、について提議、相談された。田川はその場で、日本軍縮同志会を代表し、一、の連合組
織の建議に対して、保証しないが尽力する（七七頁）、二、の徴兵制廃止の建議に対して「私は陸軍
半減運動をいたしたい、これも日本の同志者の意向」だと所信を述べ、先方の提議を「拒絶」した代
わりに、陸軍半減運動への協力を要請した（七八頁）。三、の海軍制限の新方法につき、「潜航艇」の
全廃を提議し（七九頁）、この時、潜航艇に限らず、さらに「主戦艦の全廃」も加えよ、と英国人ポー
ラードに付和された。
　田川はこうした欧米同志の活動と精神を高く評価し、「彼等の目的、彼等の精神、彼等のやり口は、
簡単にして明瞭、平和的にして理想的にしてたしかに新時代の要求に触れてゐる。彼等は日本の軍備
縮小同志会等と大体に於て同一の歩調を以て同一の軌道を歩み同一の到着点に達せんと期して居る」
（八五頁）と述べた。このような日英米間の「同種の協会」の提携は、「必ず偉大の影響をもたらすに
相違ない」と自信がつき、今後のさらなる交流、連携と意見の交換を約束した。
　帰国した田川が米国同志に委託された諸課題を「軍備縮小同志会」に報告した外、「国際聯盟協会
にも報告し其の考慮を求めて置いた」（八七頁）57。
　報告だけにとどまらず、軍備縮小同志会の記録を見ると田川は帰国後すぐ、日本における平和組織
の連合団体の建設、また世界平和団体への連携強化の活動に取り組み始めた。
　一九二二年五月二三日の軍備縮小同志会の会合（尾崎、島田三郎、吉野作造、田川ら参加）に、ワ
シントン会議後の平和運動の持続的展開の課題が提起され、米国における平和的運動のように、政治
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　ワシントン会議の結果について田川は、「悪形」たる両軍事大国の日本とフランスを比較して、「協
商の圏外に押し出されて了った」フランスを失敗者とし、「日本の働き振は、決して上乗で無かった」
が、決裂せず「圏内に落ち着いた」ことを成功と評した。フランスを敗北させたのは「軍国主義」で
あり、日本は果たして「非軍国主義の途に、新平和同盟の途に、沈着に、堅実に足を運ぶか否かは、
これからの見物と為る」と期待した49。
　また海軍艦船における十（米）対六（日）の保有率について、米国の「戦争の下心」の現れとする
日本の専門家の主張を一蹴して、これは、アメリカの本当に戦争をなくすための努力だ、「無戦争が
彼等の究極の希望である」と評価し、攻められてやむを得ず譲歩した山東問題に対しても「此く寛大
に譲歩する心持であったなら、寧ろ初めからさらさらと此く譲歩して了うたら、支那に対しても、世
界に対しても、日本は一層男振りを揚げ、信用と尊敬と併せ博することが出來たろう」と、日本の受
身の姿勢に歯がゆさを表した50。
　田川はワシントン会議が終了した一九二二年二月に帰国し、四月一四日、明治会館における国際聯
盟協会主催の講演に、「国際協調の心」の題でアメリカでの活動見聞などを報告している。この講演
において、田川は米国と英国人の国際協調精神を讃え、日本人には愛国心が強い反面「国際協調の心
が乏しい」と指摘し、「どうして其の心をもっと開拓し、日本国民をして明白に世界の心を領解せし
め…外世界の新運、文化の発達にもっと貢献せしむること」を切に望んだ51。
　また米国民に不信感を抱き、強硬姿勢をとりがちの日本人に対し「日本国民はどうして此世界の大
局を洞観することが出来ないか。どうして何時までも戦争と其結果に生ずる領土野心を夢みて居るか。
国家の発展はただ武備によらねばならぬものと思って居るか。茲に日本人の痼疾がある。この痼疾は、
深く膏肓に滲み入って居る」とし、基督教精神の普及による国民の心の改造を唱えた52。
　一九二二年十月日本国際聯盟協会から刊行した田川著の冊子『国際論も人情から』53を通じて、こ
の間の田川の国際聯盟論及び軍縮論を見よう。
　序文によると、冊子の内容は著者一九二二年六月から七月、国内各地で行った講演をベースにした
ものであり、前半では国際聯盟の紹介と宣伝や、日本人の国際聯盟に対する偏見を解こうとする内容
で、特に国際平和を維持しようとする聯盟の理念と役割について重点的に紹介した。中には、キリス
ト者らしく54「人情」から国家、民族間の和合を訴える特徴が見られる。
　田川は言う、「人間の性質は必らずしも闘争を好むものでは無い」、「相和らぎ相親しむ事は、更に
有力な人間の天性である」（同書、三一頁）。「国家の品格も遂に個人の品格の如く成り行くべきもので」、
闘争性は決して国家の特徴ではない（三二頁）。この理屈に従えば「戦争を防止する事は、自然の法
則と人間の性情」であり、決して不可能でなく、ただ「天性」に従い「人間の行為」だけ変えればよ
い。この変化すなわち、「武力に依らずして、法律に依って、争ひを治めん」とする国家の新行為の
始まりである、という（三二頁）。
　一方、新生の国際聯盟も完璧な組織ではなく、欠点があることは否定出来ない。物事の運びがうま
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くいかない時、決して聯盟を見捨てるのではなく、忍耐、誠実さをもってその健全化を図らなければ
ならない。「常識を加へ、人情を加味して、…寛裕な気分をもて、静かに、沈着にこれを研究するこ
とが必要である」と訴え（三八頁）、また、理想的「国際秩序」の樹立には、「新しい心持ち（ハート）
を基礎としなければならない。即ち、「世界の悩みに対する懺悔の心、吾々を苦しめた罪と不正に対
する憐みと、悼みと、寛容の精神が与へられねばならない」（四六頁）ともいう。
　田川の平和論は、以上のように政治論、国際関係論ではなく、「寧ろ宗教家の宗教的教示の趣」が
つよい（四七頁）。彼自身がいうように「国際聯盟の規約には、此の広汎な、霊的な思想が籠ってゐる。
これを解釈するには、自然に此の種の高い、麗しい感興を要する」（四八頁）、と。国際聯盟協会の機
関誌を見れば、このような「心」、「道徳」、「人間性」から平和、軍縮を論ずるものは、キリスト教者
を中心に非常に多く、時の平和運動の一パターンというべきであろう55。
平和運動の連携
　渡米した田川はまた、一九二一年一二月、「世界平和を促進する高遠な目的を抱く世界的同志の一人」
として、アメリカの「軍備制限国民協会」の会合56にも招かれ、軍縮に関する意見を交換した。
　席上でアメリカの同志から、一、日本でも同種軍縮団体の「連合機関」を設けること、二、海軍軍
縮ではなく、「徴兵制度」の全廃による陸軍制限の運動を起こすこと、三、海軍軍縮のさらなる進展
方法の検討、について提議、相談された。田川はその場で、日本軍縮同志会を代表し、一、の連合組
織の建議に対して、保証しないが尽力する（七七頁）、二、の徴兵制廃止の建議に対して「私は陸軍
半減運動をいたしたい、これも日本の同志者の意向」だと所信を述べ、先方の提議を「拒絶」した代
わりに、陸軍半減運動への協力を要請した（七八頁）。三、の海軍制限の新方法につき、「潜航艇」の
全廃を提議し（七九頁）、この時、潜航艇に限らず、さらに「主戦艦の全廃」も加えよ、と英国人ポー
ラードに付和された。
　田川はこうした欧米同志の活動と精神を高く評価し、「彼等の目的、彼等の精神、彼等のやり口は、
簡単にして明瞭、平和的にして理想的にしてたしかに新時代の要求に触れてゐる。彼等は日本の軍備
縮小同志会等と大体に於て同一の歩調を以て同一の軌道を歩み同一の到着点に達せんと期して居る」
（八五頁）と述べた。このような日英米間の「同種の協会」の提携は、「必ず偉大の影響をもたらすに
相違ない」と自信がつき、今後のさらなる交流、連携と意見の交換を約束した。
　帰国した田川が米国同志に委託された諸課題を「軍備縮小同志会」に報告した外、「国際聯盟協会
にも報告し其の考慮を求めて置いた」（八七頁）57。
　報告だけにとどまらず、軍備縮小同志会の記録を見ると田川は帰国後すぐ、日本における平和組織
の連合団体の建設、また世界平和団体への連携強化の活動に取り組み始めた。
　一九二二年五月二三日の軍備縮小同志会の会合（尾崎、島田三郎、吉野作造、田川ら参加）に、ワ
シントン会議後の平和運動の持続的展開の課題が提起され、米国における平和的運動のように、政治
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　ワシントン会議の結果について田川は、「悪形」たる両軍事大国の日本とフランスを比較して、「協
商の圏外に押し出されて了った」フランスを失敗者とし、「日本の働き振は、決して上乗で無かった」
が、決裂せず「圏内に落ち着いた」ことを成功と評した。フランスを敗北させたのは「軍国主義」で
あり、日本は果たして「非軍国主義の途に、新平和同盟の途に、沈着に、堅実に足を運ぶか否かは、
これからの見物と為る」と期待した49。
　また海軍艦船における十（米）対六（日）の保有率について、米国の「戦争の下心」の現れとする
日本の専門家の主張を一蹴して、これは、アメリカの本当に戦争をなくすための努力だ、「無戦争が
彼等の究極の希望である」と評価し、攻められてやむを得ず譲歩した山東問題に対しても「此く寛大
に譲歩する心持であったなら、寧ろ初めからさらさらと此く譲歩して了うたら、支那に対しても、世
界に対しても、日本は一層男振りを揚げ、信用と尊敬と併せ博することが出來たろう」と、日本の受
身の姿勢に歯がゆさを表した50。
　田川はワシントン会議が終了した一九二二年二月に帰国し、四月一四日、明治会館における国際聯
盟協会主催の講演に、「国際協調の心」の題でアメリカでの活動見聞などを報告している。この講演
において、田川は米国と英国人の国際協調精神を讃え、日本人には愛国心が強い反面「国際協調の心
が乏しい」と指摘し、「どうして其の心をもっと開拓し、日本国民をして明白に世界の心を領解せし
め…外世界の新運、文化の発達にもっと貢献せしむること」を切に望んだ51。
　また米国民に不信感を抱き、強硬姿勢をとりがちの日本人に対し「日本国民はどうして此世界の大
局を洞観することが出来ないか。どうして何時までも戦争と其結果に生ずる領土野心を夢みて居るか。
国家の発展はただ武備によらねばならぬものと思って居るか。茲に日本人の痼疾がある。この痼疾は、
深く膏肓に滲み入って居る」とし、基督教精神の普及による国民の心の改造を唱えた52。
　一九二二年十月日本国際聯盟協会から刊行した田川著の冊子『国際論も人情から』53を通じて、こ
の間の田川の国際聯盟論及び軍縮論を見よう。
　序文によると、冊子の内容は著者一九二二年六月から七月、国内各地で行った講演をベースにした
ものであり、前半では国際聯盟の紹介と宣伝や、日本人の国際聯盟に対する偏見を解こうとする内容
で、特に国際平和を維持しようとする聯盟の理念と役割について重点的に紹介した。中には、キリス
ト者らしく54「人情」から国家、民族間の和合を訴える特徴が見られる。
　田川は言う、「人間の性質は必らずしも闘争を好むものでは無い」、「相和らぎ相親しむ事は、更に
有力な人間の天性である」（同書、三一頁）。「国家の品格も遂に個人の品格の如く成り行くべきもので」、
闘争性は決して国家の特徴ではない（三二頁）。この理屈に従えば「戦争を防止する事は、自然の法
則と人間の性情」であり、決して不可能でなく、ただ「天性」に従い「人間の行為」だけ変えればよ
い。この変化すなわち、「武力に依らずして、法律に依って、争ひを治めん」とする国家の新行為の
始まりである、という（三二頁）。
　一方、新生の国際聯盟も完璧な組織ではなく、欠点があることは否定出来ない。物事の運びがうま
13
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第39号 （2015.３）
間に在る相互の反目、嫉視、敵愾の情を根本的に一掃しやう」との方法も宣伝した（一三頁）。
　田川の平和論は、日本という国の立場を乗り越えた、国際聯盟中心の平和論であり、尾崎行雄、石
橋湛山らの論にくらべ、現実問題――財政負担、国際関係、既得利権、生存権――などに殆ど触れず、
かわりに人間の平和的天性の目覚め、人間の心情面、精神面の進歩を訴える宗教的立場が強く現れて
いるのは特徴であると言えよう。
注釈
１　 井上清、渡辺徹編『大正期の急進的自由主義』東洋経済新報社、一九七三年、参照。
２　 『国際聯盟』一巻七号（一九二一年十月）「最近日本の平和運動」に太平洋問題研究会の活動及びその「勧告」
書の全文を載せている。『東洋経済新報』における原始記載は「勧告」とともに一九二一年九月二四日号の「小
評論」欄にある。曰く「…之は、米国よりワシントン会議の提議があると間もなく本社の三階に会合を催し、
爾後幾回か集合研究し、近頃漸く一の勧告文が出来た。…之迄表れた同種の決議の中では、最も徹底的のもの
であろう」。
３　 尾崎の「軍備協定私見」は『大阪朝日新聞』一九二一年一月三一日に取り上げられていた。
４　 『石橋湛山全集』第四巻、東洋経済新報社、一九七二年、四～六頁。
５　 「軍備制限案と軍閥の勢力」『石橋湛山全集』第四巻、八頁、九頁。
６　 「尾崎行雄全集』第六巻、平凡社、一九二七年、四五五頁。
７　 「米新大統領就任ほか」『石橋湛山全集』第四巻、四五〇頁。
８　 本誌前号（第38号）拙論の第一節「尾崎行雄と軍備縮小同志会」のはじめにの部分を参照。
９　 『石橋湛山全集』第四巻、一〇頁以下、参照。
10　 『東洋経済新報』一九二一年八月一三日号。
11　 『石橋湛山全集』第四巻、二九頁。
12　 『石橋湛山全集』第四巻、三〇頁以下、参照。 
13　 外務省編『日本外交年表竝主要文書』上巻、原書房、一九六五年、二五二頁。
14　 『石橋湛山全集』第四巻、三八頁。
15　 『石橋湛山全集』第四巻、五〇頁。
16　 「軍縮会議招請状ほか」『石橋湛山全集』第四巻、四七二頁。
17　 「信仰うすき者よ」九月一七日号社説、『石橋湛山全集』第四巻、五四頁。
18　 「軍備縮小同志会」『東京朝日新聞』一九二一年九月一八日。
19　 「軍備制限並に太平洋及極東問題に関する会議に就ての勧告」、九月二四日号社説、『石橋湛山全集』第四巻、五
五頁以下、参照。
20　 姜克實『石橋湛山』吉川弘文館、二〇一四年、「湛山の思想」、二三五頁、参照。
21　 例えば田川大吉郎は石橋湛山の「一切を棄つるの覚悟」の社説に対して、「支那」と日本の国民性の違い、新英
米の政治指向などを取り上げ、日中の間「殆んど融和の望みなし」とし、石橋がいう「一切を棄つるの覚悟」
のような「魂の入れ替え」に「同意」するが、「結果を未だに楽観し得ない」と疑点を示している（「日本と支
那の間」『東洋経済新報』一九二一年八月二〇日号）。国際聯盟協会の紹介コメントも、その決議文（＝勧告）「実
際の政治を離れて理想に先り過ぎたと云ふ非難もあらうが世界永遠の平和のために徹底的の宣言を発表したこ
とに対して吾々は其の勇気を認めなければならない」という（『国際聯盟』一巻七号、六二頁）。
22　 「党紀を紊る者として脱党勧告と除名」『大阪毎日新聞』一九二一年、二月四日。
23　 田中王堂を中心に、三浦銕太郎、石橋湛山、田川大吉郎、植原悦二郎、関与三郎、平野英一郎、石沢久五郎、
野崎龍七ら東洋経済新報社、およびその周辺の自由主義者によって組織した学問と政策研究の組織で、石橋は
世話人と会の幹事を務めていた。会は年に数回の公開講演会を企画していたが、一九一七年四月、田川大吉郎
の舌禍事件で活動規模を縮小し、一九二三年の関東大震災まで活動を続けた（『石橋湛山全集』第一五巻、三四
九頁、参照）。
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家に任せず、平和的団体の組織化、連携活動によって国論を喚起する方法が提起され58、また「軍備
縮小に関する国際的運動に就ては英米其他各国の同趣旨団体と連絡を保ちて目的の達成を図る事」も
申し合わせた59。この場で「申し合わせ」の動議及び「決議」の第三条「列国協同のもとに海軍主力
艦隊の廃止を期す」を提議したのは田川大吉郎であり、恰も昨年一二月アメリカ「軍備制限国民協会」
との約束を果たす形であった。
　田川の努力が実り、一次大戦終結記念日の一九二二年十一月一一日に、日本国際聯盟協会、軍備縮
小同志会、太日本平和協会、婦人平和協会、婦人矯風会、キリスト教青年会、国際キリスト教徒世界
聯盟、国際教育協会、東京市社会教育課の九団体参加の平和記念祭が実現され、渋谷公会堂での集会
のほか、翌日神田会館で挙行する「世界平和思想講演会」に国際聯盟協会から渋沢栄一会長、添田寿
一副会長の他、三宅雪嶺、穂積重遠が登壇し記念講演を行った60。
　平和九団体の連携による平和記念祭の成功を受け、翌年四月九日、九団体加盟の「平和運動日本聯
盟委員会」は「委員長田川大吉郎主催ノ下ニ」開催され、軍備縮小同志会他六つの団体代表が参集し、
国際教育大会の参加に関する議題が討議された61。
　この「平和運動日本聯盟」がいつ結成されたか、定かでない。『龍門雑誌』の報道によると、上述
九団体による平和記念祭も「平和運動日本聯盟主催」とある62ので、田川の働きかけで一九二二年秋、
記念祭のために結成されたのではないか。
　また一九二三年五月七日、「平和運動日本聯盟」の会合は神田青年会本部で行われ、「国際聯盟協会
の田川大吉郎氏を始め、平和協会、婦人平和協会、矯風会、青年会、軍備縮小同志会、国際教育会」
の代表が一堂に集まり、国際教育会議の参加、提案について話し合った。ここで参加人選とエスペラ
ントを世界標準語とする提案事項を決めたのである63。
　一九二三年以降、軍縮同志会は陸海軍軍縮実現後に浮いた資金の使い途についての監視を強め、「国
民の代表者を加入した国防会議」の設立を主張し64、一九二四年十一月一日、帝大構内で企画した集
会でも、「吾人は四個師団の縮小将に成らんとするの日、将来の計画を善処するため暫に国防会議の
組織せられんことを希望す」と、「国民会議」の結成による政府監督案を可決したが65、この「国民
運動」による大同団結の提案の裏にも、田川大吉郎の努力があったのではないかと考えられる。
　このほか、世界的平和運動を推進するため、田川はいたるところで、国際聯盟の存在と役割を日本
国民に紹介した。一九二三年四月発行の日本国際聯盟協会パンフレット『国際聯盟をたづねて』にお
いて、彼は、聯盟の目的は「世界の平和、平和の恒久的確保である。それには戦争を廃する必要があ
る。…軍備を撤廃し若くは縮小する必要がある。国際聯盟はそれを目的とする団体結合」である66。「戦
争に訴えざるの義務」を参加国に約束させる聯盟規約の第八条は、「実に歴史あって以来の最大の文
字で、…誇ることを得る光輝有り、生命ある、重要の計画でありませう」（四頁）、「…国際聯盟は之（戦
争）を防ぎ得べき殆んど唯一の方法と思われて居るのである。」（一一頁）と訴え、また平和達成の手
段について、国際聯盟が主張していた「軍備の撤廃」、「国際裁判所の設立」、教育を通じて「国民の
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間に在る相互の反目、嫉視、敵愾の情を根本的に一掃しやう」との方法も宣伝した（一三頁）。
　田川の平和論は、日本という国の立場を乗り越えた、国際聯盟中心の平和論であり、尾崎行雄、石
橋湛山らの論にくらべ、現実問題――財政負担、国際関係、既得利権、生存権――などに殆ど触れず、
かわりに人間の平和的天性の目覚め、人間の心情面、精神面の進歩を訴える宗教的立場が強く現れて
いるのは特徴であると言えよう。
注釈
１　 井上清、渡辺徹編『大正期の急進的自由主義』東洋経済新報社、一九七三年、参照。
２　 『国際聯盟』一巻七号（一九二一年十月）「最近日本の平和運動」に太平洋問題研究会の活動及びその「勧告」
書の全文を載せている。『東洋経済新報』における原始記載は「勧告」とともに一九二一年九月二四日号の「小
評論」欄にある。曰く「…之は、米国よりワシントン会議の提議があると間もなく本社の三階に会合を催し、
爾後幾回か集合研究し、近頃漸く一の勧告文が出来た。…之迄表れた同種の決議の中では、最も徹底的のもの
であろう」。
３　 尾崎の「軍備協定私見」は『大阪朝日新聞』一九二一年一月三一日に取り上げられていた。
４　 『石橋湛山全集』第四巻、東洋経済新報社、一九七二年、四～六頁。
５　 「軍備制限案と軍閥の勢力」『石橋湛山全集』第四巻、八頁、九頁。
６　 「尾崎行雄全集』第六巻、平凡社、一九二七年、四五五頁。
７　 「米新大統領就任ほか」『石橋湛山全集』第四巻、四五〇頁。
８　 本誌前号（第38号）拙論の第一節「尾崎行雄と軍備縮小同志会」のはじめにの部分を参照。
９　 『石橋湛山全集』第四巻、一〇頁以下、参照。
10　 『東洋経済新報』一九二一年八月一三日号。
11　 『石橋湛山全集』第四巻、二九頁。
12　 『石橋湛山全集』第四巻、三〇頁以下、参照。 
13　 外務省編『日本外交年表竝主要文書』上巻、原書房、一九六五年、二五二頁。
14　 『石橋湛山全集』第四巻、三八頁。
15　 『石橋湛山全集』第四巻、五〇頁。
16　 「軍縮会議招請状ほか」『石橋湛山全集』第四巻、四七二頁。
17　 「信仰うすき者よ」九月一七日号社説、『石橋湛山全集』第四巻、五四頁。
18　 「軍備縮小同志会」『東京朝日新聞』一九二一年九月一八日。
19　 「軍備制限並に太平洋及極東問題に関する会議に就ての勧告」、九月二四日号社説、『石橋湛山全集』第四巻、五
五頁以下、参照。
20　 姜克實『石橋湛山』吉川弘文館、二〇一四年、「湛山の思想」、二三五頁、参照。
21　 例えば田川大吉郎は石橋湛山の「一切を棄つるの覚悟」の社説に対して、「支那」と日本の国民性の違い、新英
米の政治指向などを取り上げ、日中の間「殆んど融和の望みなし」とし、石橋がいう「一切を棄つるの覚悟」
のような「魂の入れ替え」に「同意」するが、「結果を未だに楽観し得ない」と疑点を示している（「日本と支
那の間」『東洋経済新報』一九二一年八月二〇日号）。国際聯盟協会の紹介コメントも、その決議文（＝勧告）「実
際の政治を離れて理想に先り過ぎたと云ふ非難もあらうが世界永遠の平和のために徹底的の宣言を発表したこ
とに対して吾々は其の勇気を認めなければならない」という（『国際聯盟』一巻七号、六二頁）。
22　 「党紀を紊る者として脱党勧告と除名」『大阪毎日新聞』一九二一年、二月四日。
23　 田中王堂を中心に、三浦銕太郎、石橋湛山、田川大吉郎、植原悦二郎、関与三郎、平野英一郎、石沢久五郎、
野崎龍七ら東洋経済新報社、およびその周辺の自由主義者によって組織した学問と政策研究の組織で、石橋は
世話人と会の幹事を務めていた。会は年に数回の公開講演会を企画していたが、一九一七年四月、田川大吉郎
の舌禍事件で活動規模を縮小し、一九二三年の関東大震災まで活動を続けた（『石橋湛山全集』第一五巻、三四
九頁、参照）。
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家に任せず、平和的団体の組織化、連携活動によって国論を喚起する方法が提起され58、また「軍備
縮小に関する国際的運動に就ては英米其他各国の同趣旨団体と連絡を保ちて目的の達成を図る事」も
申し合わせた59。この場で「申し合わせ」の動議及び「決議」の第三条「列国協同のもとに海軍主力
艦隊の廃止を期す」を提議したのは田川大吉郎であり、恰も昨年一二月アメリカ「軍備制限国民協会」
との約束を果たす形であった。
　田川の努力が実り、一次大戦終結記念日の一九二二年十一月一一日に、日本国際聯盟協会、軍備縮
小同志会、太日本平和協会、婦人平和協会、婦人矯風会、キリスト教青年会、国際キリスト教徒世界
聯盟、国際教育協会、東京市社会教育課の九団体参加の平和記念祭が実現され、渋谷公会堂での集会
のほか、翌日神田会館で挙行する「世界平和思想講演会」に国際聯盟協会から渋沢栄一会長、添田寿
一副会長の他、三宅雪嶺、穂積重遠が登壇し記念講演を行った60。
　平和九団体の連携による平和記念祭の成功を受け、翌年四月九日、九団体加盟の「平和運動日本聯
盟委員会」は「委員長田川大吉郎主催ノ下ニ」開催され、軍備縮小同志会他六つの団体代表が参集し、
国際教育大会の参加に関する議題が討議された61。
　この「平和運動日本聯盟」がいつ結成されたか、定かでない。『龍門雑誌』の報道によると、上述
九団体による平和記念祭も「平和運動日本聯盟主催」とある62ので、田川の働きかけで一九二二年秋、
記念祭のために結成されたのではないか。
　また一九二三年五月七日、「平和運動日本聯盟」の会合は神田青年会本部で行われ、「国際聯盟協会
の田川大吉郎氏を始め、平和協会、婦人平和協会、矯風会、青年会、軍備縮小同志会、国際教育会」
の代表が一堂に集まり、国際教育会議の参加、提案について話し合った。ここで参加人選とエスペラ
ントを世界標準語とする提案事項を決めたのである63。
　一九二三年以降、軍縮同志会は陸海軍軍縮実現後に浮いた資金の使い途についての監視を強め、「国
民の代表者を加入した国防会議」の設立を主張し64、一九二四年十一月一日、帝大構内で企画した集
会でも、「吾人は四個師団の縮小将に成らんとするの日、将来の計画を善処するため暫に国防会議の
組織せられんことを希望す」と、「国民会議」の結成による政府監督案を可決したが65、この「国民
運動」による大同団結の提案の裏にも、田川大吉郎の努力があったのではないかと考えられる。
　このほか、世界的平和運動を推進するため、田川はいたるところで、国際聯盟の存在と役割を日本
国民に紹介した。一九二三年四月発行の日本国際聯盟協会パンフレット『国際聯盟をたづねて』にお
いて、彼は、聯盟の目的は「世界の平和、平和の恒久的確保である。それには戦争を廃する必要があ
る。…軍備を撤廃し若くは縮小する必要がある。国際聯盟はそれを目的とする団体結合」である66。「戦
争に訴えざるの義務」を参加国に約束させる聯盟規約の第八条は、「実に歴史あって以来の最大の文
字で、…誇ることを得る光輝有り、生命ある、重要の計画でありませう」（四頁）、「…国際聯盟は之（戦
争）を防ぎ得べき殆んど唯一の方法と思われて居るのである。」（一一頁）と訴え、また平和達成の手
段について、国際聯盟が主張していた「軍備の撤廃」、「国際裁判所の設立」、教育を通じて「国民の
15
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第39号 （2015.３）
60　 「盛大に催す平和記念祭」『東京朝日新聞』一九二二年一一月九日。
61　 「平和運動日本聨盟委員会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B03041017200、在内外協会関係雑件／在
内ノ部 第二巻（外務省外交史料館）。
62　 『龍門雑誌』第四一五号、一九二二年一二月、七〇頁。
63　 「日本代表決る」『東京朝日新聞』一九二二年五月八日。
64　 「軍縮代表陸相訪問」『東京朝日新聞』一九二三年一月二〇日。
65　 「軍縮同志協議国防会議提唱」『東京朝日新聞』一九二四年一一月三日。
66　 田川大吉郎『国際聯盟をたづねて』日本国際聯盟協会、一九二三年、三頁。
14
石橋湛山と田川大吉郎 ―ワシントン会議前後の軍備制限―　　姜　克實
24　 「国際聯盟協会」『時事新報』一九二〇年、四月二四日。
25　 「発起人ヲ依頼セル名簿」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930400、国際聯盟協会関係一件 第一巻、
#154（外務省外交史料館）。
26　 「新聞発表」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930900、国際聯盟協会関係一件 第二巻、129#（外
務省外交史料館）。
27　 「国際聯盟協会第一次理事会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930400、国際聯盟協会関係一件 
第一巻（#134）（外務省外交史料館）。
28　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930500、国際聯盟協会関係一件 第一巻）#237（外務省外交史
料館）。
29　 「国際聯盟協会報」『国際聯盟』第一巻四号（『渋沢栄一伝記資料』三六巻、四三三頁）。
30　 前掲『渋沢栄一伝記資料』三六巻、四三八頁。
31　 「日本国際聯盟協会の時事問題決議」『国際聯盟』一巻五号、七四頁。
32　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部　№２ #67（外務省外交史料館）。
33　阪谷芳郎「軍備縮少、太平洋及極東問題会議に就て」『国際聯盟』一巻六号、一九二一年九月。
34　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930600、国際聯盟協会関係一件 第一巻＃348（外務省外交史料館）。
35　 同前、＃350。
36　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部№２ #80（外務省外交史料館）。
37　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930600、国際聯盟協会関係一件 第一巻＃344-＃345（外務省外
交史料館）。
38　 同前、#346。「二」の原文は難解のため、示しておく。「今回ノ会議ヲシテ不幸ナル失敗ニ終ラサラシメンカ為
メ他ハ会議ニ於ケル帝国ノ立場ヲ困難ナラサラシメンカ為メ絶対必要ナル方策ト思考ス」。
39　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部№２、＃92-93、（外務省外交史料館）。
40　 同前、#95。
41　 同前、#98。
42　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部№２ #99、#100（外務省外交史料
館）。
43　 「日本国際聯盟協会消息」『国際聯盟』第二巻二号、四六頁。
44　 「国際教育問題の要点」『国際聯盟』第二巻二号、三七頁。
45　 田川大吉郎「聯盟修正会議を起せ」『東洋経済新報』一九二一年四月三〇日号。
46　 もともと、尾崎行雄をワシントンに派遣する希望が高かったが、本人から「断固としてお断り」されたので、
田川がこの役を受け入れたと思われる（尾崎行雄「華盛頓会議と軍備制限」『軍備縮小講演集』四五頁）。
47　 「国際大学論其他米国で話した事相談した事」『国際聯盟』第二巻四号、一九二二年四月。
48　 田川大吉郎「ワシントン土産話」『開拓者』一七巻四号、一九二二年四月、四七頁。
49　 田川大吉郎「華府会議に於ける仏蘭西と日本」『太陽』二八巻三号、一九二二年三月、一二二頁、一二七頁、
50　 田川大吉郎「華府会議の成績一斑」『斯民』一七編三号、一九二二年三月、九頁。
51　 田川大吉郎「国際協調の心」『国際聯盟』第二巻六号、一〇頁。
52　 前掲田川大吉郎「ワシントン土産話」『開拓者』、四七頁。
53　 田川大吉郎『国際論も人情から』国際聯盟協会、一九二二年十月。
54　 田川大吉郎のキリスト教信仰について、遠藤興一『基督教徒としての田川大吉郎』（明治学院大学キリスト教研
究所、二〇〇八年一月）を参照。
55　 例えば島田三郎は「世界平和に必要なる道徳」（一巻六号）の中で国際道徳上の「謙遜と誠実」、「道徳に訴へて
解決する」方法を唱えた。
56　 一九二一年十月創立のワシントン軍縮会議対応のための臨時組織、加盟団体数三十五以上、会員数約八〇〇万
人（田川大吉郎『国際論も人情から』七四頁）。
57　 三月一四日の第二四回理事会において報告。なお、報告によると会合の招待側は米の「軍備制限国民協会」と
英のNational Peace Council という二団体であった（『国際聯盟』第二巻五号、一二二頁）。
58　 「軍備縮小運動」『東京朝日新聞』一九二二年五月二四日。
59　 「久し振りの軍縮同志会」『東京朝日新聞』一九二二年五月二四日。
15
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第39号 （2015.３）
60　 「盛大に催す平和記念祭」『東京朝日新聞』一九二二年一一月九日。
61　 「平和運動日本聨盟委員会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B03041017200、在内外協会関係雑件／在
内ノ部 第二巻（外務省外交史料館）。
62　 『龍門雑誌』第四一五号、一九二二年一二月、七〇頁。
63　 「日本代表決る」『東京朝日新聞』一九二二年五月八日。
64　 「軍縮代表陸相訪問」『東京朝日新聞』一九二三年一月二〇日。
65　 「軍縮同志協議国防会議提唱」『東京朝日新聞』一九二四年一一月三日。
66　 田川大吉郎『国際聯盟をたづねて』日本国際聯盟協会、一九二三年、三頁。
14
石橋湛山と田川大吉郎 ―ワシントン会議前後の軍備制限―　　姜　克實
24　 「国際聯盟協会」『時事新報』一九二〇年、四月二四日。
25　 「発起人ヲ依頼セル名簿」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930400、国際聯盟協会関係一件 第一巻、
#154（外務省外交史料館）。
26　 「新聞発表」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930900、国際聯盟協会関係一件 第二巻、129#（外
務省外交史料館）。
27　 「国際聯盟協会第一次理事会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930400、国際聯盟協会関係一件 
第一巻（#134）（外務省外交史料館）。
28　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930500、国際聯盟協会関係一件 第一巻）#237（外務省外交史
料館）。
29　 「国際聯盟協会報」『国際聯盟』第一巻四号（『渋沢栄一伝記資料』三六巻、四三三頁）。
30　 前掲『渋沢栄一伝記資料』三六巻、四三八頁。
31　 「日本国際聯盟協会の時事問題決議」『国際聯盟』一巻五号、七四頁。
32　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部　№２ #67（外務省外交史料館）。
33　阪谷芳郎「軍備縮少、太平洋及極東問題会議に就て」『国際聯盟』一巻六号、一九二一年九月。
34　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930600、国際聯盟協会関係一件 第一巻＃348（外務省外交史料館）。
35　 同前、＃350。
36　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部№２ #80（外務省外交史料館）。
37　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04013930600、国際聯盟協会関係一件 第一巻＃344-＃345（外務省外
交史料館）。
38　 同前、#346。「二」の原文は難解のため、示しておく。「今回ノ会議ヲシテ不幸ナル失敗ニ終ラサラシメンカ為
メ他ハ会議ニ於ケル帝国ノ立場ヲ困難ナラサラシメンカ為メ絶対必要ナル方策ト思考ス」。
39　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部№２、＃92-93、（外務省外交史料館）。
40　 同前、#95。
41　 同前、#98。
42　 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B06150915000、聯盟協会／各国ノ部№２ #99、#100（外務省外交史料
館）。
43　 「日本国際聯盟協会消息」『国際聯盟』第二巻二号、四六頁。
44　 「国際教育問題の要点」『国際聯盟』第二巻二号、三七頁。
45　 田川大吉郎「聯盟修正会議を起せ」『東洋経済新報』一九二一年四月三〇日号。
46　 もともと、尾崎行雄をワシントンに派遣する希望が高かったが、本人から「断固としてお断り」されたので、
田川がこの役を受け入れたと思われる（尾崎行雄「華盛頓会議と軍備制限」『軍備縮小講演集』四五頁）。
47　 「国際大学論其他米国で話した事相談した事」『国際聯盟』第二巻四号、一九二二年四月。
48　 田川大吉郎「ワシントン土産話」『開拓者』一七巻四号、一九二二年四月、四七頁。
49　 田川大吉郎「華府会議に於ける仏蘭西と日本」『太陽』二八巻三号、一九二二年三月、一二二頁、一二七頁、
50　 田川大吉郎「華府会議の成績一斑」『斯民』一七編三号、一九二二年三月、九頁。
51　 田川大吉郎「国際協調の心」『国際聯盟』第二巻六号、一〇頁。
52　 前掲田川大吉郎「ワシントン土産話」『開拓者』、四七頁。
53　 田川大吉郎『国際論も人情から』国際聯盟協会、一九二二年十月。
54　 田川大吉郎のキリスト教信仰について、遠藤興一『基督教徒としての田川大吉郎』（明治学院大学キリスト教研
究所、二〇〇八年一月）を参照。
55　 例えば島田三郎は「世界平和に必要なる道徳」（一巻六号）の中で国際道徳上の「謙遜と誠実」、「道徳に訴へて
解決する」方法を唱えた。
56　 一九二一年十月創立のワシントン軍縮会議対応のための臨時組織、加盟団体数三十五以上、会員数約八〇〇万
人（田川大吉郎『国際論も人情から』七四頁）。
57　 三月一四日の第二四回理事会において報告。なお、報告によると会合の招待側は米の「軍備制限国民協会」と
英のNational Peace Council という二団体であった（『国際聯盟』第二巻五号、一二二頁）。
58　 「軍備縮小運動」『東京朝日新聞』一九二二年五月二四日。
59　 「久し振りの軍縮同志会」『東京朝日新聞』一九二二年五月二四日。
